
　今後の展開方針 注）．例年どおりの事業展開を予定している事務事業については、特段の記載をしていません。
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　施策への提言
火災発生率（10,000人当
たり）

救急講習受講者資格取得
者数（累計）

救急車の現場到着までの
所要時間

総合計画審議会記入欄

3.0件
計画策定時

10,190人

十分な消防力が整っている

迅速な消防体制、救命救急体制と地域の防災対応力が維持され、火災
や事故による被害が最小限に抑えられています。

「めざす成果」を達成するための施策展開（ロジックツリー）

総合計画掲載指標① 総合計画掲載指標② 総合計画掲載指標③

その他見直し

「めざす成果」の達成に向けた進行管理シート 「めざす成果」の達成に向けた進行管理シート

３－２－３　十分な消防力が整っている

　総合計画体系

　健康領域・基本目標 まちの健康・安全と安心が感じられるまち

　個別目標 災害への対応力を高める

　めざす成果

・災害に対し迅速かつ効率的・効果的に対応するた
め、車両動態位置管理システムの更改及び消防・救急
無線デジタル化移行に向けた実施設計を行います。
・消防団車庫詰所（第7分団、第3分団2班）の老朽化
に伴い建替えを行い消防力の充実強化を図ります。
・応急手当の普及促進及び応急手当能力向上に向けた
講習会を積極的に開催するため、再任用職員の活用を
図ります。

通信指令装置維持管理事務
消防・救急無線デジタル化移行
事務
消防団車庫詰所整備事業
応急手当普及啓発事業

事業の廃止・縮減

新規事業の立案

既存事業の拡充

・平成22年度に、近年における車両性能及び耐久性の
向上と、更新対象車両の状態を考慮した「消防車両等
更新基本計画」を見直し、消防車両等の年間コストの
削減を図ります。

消防車両整備事業

事業の効率化

【市民、地域、事業者の火災対応力や応急手当能力を強化する】
・市民の防火防災意識を高揚させるとともに、市民、事業者自らが、災害等に対して迅
速かつ的確に対応できるよう通報、避難誘導、初期消火等の指導を行いました。
・応急手当能力を強化するため、普通救命講習、上級救命講習など各種講習を開催しま
した。

【火災などの災害に対し、被害を最小限にするため迅速かつ効率・効果的な活動を行
う】
・消防隊や救急隊が、迅速に現場に到着できる体制の整備を図りました。
・消防隊等の活動能力が最大限に発揮できる体制の整備を図りました。
・消防行政を円滑に運営し、職員が業務に専念できる良好な職務環境づくりを図りまし
た。

・市民の安全・安心を確保するためには、市民一人ひとりの努力はもちろんのこと、市
行政、地域、事業者等がそれぞれの特徴を活かしつつ連携し、役割を果たしていくこと
が重要です。
・また、市民自らが迅速に対応するための火災対応力や応急手当能力を強化するととも
に、被害を最小限にするための消防力の整備及び効率的、効果的な消防活動を確立する
必要があります。

主な取り組み内容

構成事業に対する考え方
（事業の量及び実施手法）

・耐震診断結果から消防本部車庫棟の耐震補強工事を
行います。また、消防庁舎の老朽化、狭隘化に伴い消
防署柳橋出張所の増築及び改修を行い、救急隊の常時
配備など消防力の強化を図る必要があります。

(仮)消防本部大規模改修事業
(仮)消防署柳橋出張所増築及び
改修工事事業

＊平成23年度の審議予定となっています。

めざす成果 具体的な施策 取り組み内容 事務事業名 担当課

消防啓発事業 消防総務課

消防功労者等表彰事務 消防総務課

火災予防広報事業 予防課

尐年消防団支援事業 予防課

住宅防火対策事業 予防課

応急手当普及啓発事業 救急救命課

高度救急資機材等整備事業 救急救命課

街頭消火器維持管理事業 消防署管理課

消防団員等公務災害補償事業 消防総務課

消防団車両維持管理事業 警防課

消防団員被服貸与事務 警防課

消防団車庫詰所施設維持管理事務 警防課

消防団活動用資機材整備事業 警防課

消防団運営支援事務 警防課

消防団車庫詰所整備事業 警防課

消防団員手当等支給事務 警防課

消防団員健康管理事務 警防課

消防団員研修・技術向上支援事業 警防課

防火管理･保安体制等確立支援事業 予防課

火災予防査察事務 予防課

防火対象物消防用設備設置指導事務 予防課

危険物施設等許認可指導事務 予防課

１１９番等受信出動指令事務 指令課

通信指令装置維持管理事務 指令課

消防・救急無線デジタル化移行事務 指令課

消防職員研修事業 消防総務課

消防水利施設維持管理事業 警防課

消防水利標識設置事業 警防課

消火栓設置事業 警防課

防火水槽設置事業 警防課

消防活動用資機材整備事業 警防課

都市間等災害協力推進事業 警防課

消防車両整備事業 警防課

メディカルコントロール推進事業 救急救命課

消防車両維持管理事務 消防署管理課

消火活動事業 消防署管理課

救助活動事業 消防署管理課

救急活動事業 消防署管理課

消防運営検討事務 消防総務課

消防吏員採用事務 消防総務課

消防被服等貸与事務 消防総務課

消防庁舎維持管理事務 警防課

消防活動管理事務 消防署管理課

消防団の防災力の維持、向
上を図る

事業所からの出火防止及び

災害が発生したときの被害の
拡大を防止する

火災などの災害に対し、
被害を最小限にするた

め、迅速かつ効率・効果
的な活動を行う

③
消防隊や救急隊が、迅速に

現場に到着できる体制を整え
る

①、②

市民の防災意識を高揚させる
とともに、市民自らが、災害や

事故に対して迅速で的確な
対応ができるようにする

十分な消防力が整ってい
る

消防隊等の活動能力が、最
大限に発揮できる体制、設備

を整える

消防行政を円滑に運営し、消

防職員が業務に専念できる良
好な職務環境をつくる

市民、地域、事業者の火

災対応力や応急手当能力
を強化する


